
 

 

 

 

 

 

 

 

犬山市介護予防・日常生活支援総合事業通所介護基準緩和サービス 

健脚デイあいぎ契約書 
  



 

ご利用者：             様（以下「利用者」という。）と株式会社あいち統合医療（以下「事業

者」という。）は、事業者が提供するサービスの利用等について、以下のとおり契約を締結します。 

 

（契約の目的） 

第１条 事業者は、介護保険法（平成９年法律第123号）その他関係法令及びこの契約書に従い、

利用者が可能な限り居宅においてその有する能力に応じ、自立した日常生活を営むことができる

よう、通所介護基準緩和サービスを提供します。 

 

（契約期間） 

第２条 この契約の期間は、以下のとおりとします。 

    年   月   日 ～    年   月   日 

２ 上記契約期間満了日までに利用者から契約更新しない旨の申し出がない場合、本契約は自動

的に更新されるものとします。 

 

（提供するサービスの内容及びその変更） 

第３条 事業者が提供するサービスのうち、利用者が利用するサービスの内容、利用日及び時間、

利用料は、5 ページ「サービス内容説明書（兼重要事項説明書）」のとおりです。 

２ 利用者は、いつでもサービスの内容を変更するよう申し出ることができます。この申し出があった

場合、当該変更が介護予防サービス計画又は介護予防ケアプランの範囲内で可能であり、第１

条に規定する契約の目的に反するなど変更を拒む正当な理由がない限り、速やかにサービスの

内容を変更します。 

３ 事業者は、利用者が介護予防サービス計画又は介護予防ケアプランの変更を希望する場合

は、速やかに地域包括支援センターに連絡するなど必要な援助を行います。 

４ 事業者は、提供するサービスのうち、介護保険の適用を受けないものがある場合には、そのサ

ービスの内容及び利用料を具体的に説明し、利用者の同意を得ます。 

 

（利用料等の支払い） 

第４条 利用者は、事業者からサービスの提供を受けたときは、「サービス内容説明書（兼重要事

項説明書）」の記載に従い、事業者に対し、利用者負担金を支払います。 

２ 利用料は、犬山市介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱で定められた単位数によるサー

ビス費のうち自己負担分（保険証記載割合）と、運動備品・水分補給などに用いる日用品費とし

て 660 円/月（税込）が必要です。 

 

（利用料の変更） 

第５条 事業者は、介護保険法その他関係法令の改正により、利用料の利用者負担金に変更が生

じた場合は、利用者に対し速やかに変更の時期及び変更後の金額を説明の上、変更後の利用

者負担金を請求することができるものとします。ただし、利用者は、この変更に同意することがで

きない場合には、本契約を解約することができます。 

 



 

（利用料の滞納） 

第６条 利用者が正当な理由なく事業者に支払うべき利用者負担金を２ヶ月分以上滞納した場合

は、事業者は、利用者に対し、１ヶ月以上の猶予期間を設けた上で支払い期限を定め、当該期

限までに滞納額の全額の支払いがないときはこの契約を解約する旨の催告をすることができま

す。 

２ 事業者は、前項の催告をした場合には、担当の地域包括支援センター及び犬山市と連絡を取

り、解約後も利用者の健康や生命に支障のないよう、必要な措置を講じます。 

３ 事業者は、前項の措置を講じた上で、利用者が第１項の期間内に滞納額の支払いをしなかった

ときは、文書をもって本契約を解約することができます。 

 

（利用者の解約権） 

第７条 利用者は、７日以上の予告期間を設けることにより、事業者に対しいつでもこの契約の解約

を申し出ることができます。この場合、予告期間満了日に契約は解約されます。 

２ 利用者は、次の各号のいずれかに該当する場合は、前項の規定にかかわらず、予告期間を設

けることなく直ちにこの契約を解約できます。 

(1) 事業者が、正当な理由なく本契約に定めるサービスを提供せず、利用者の請求にもかかわ

らず、これを提供しようとしない場合 

(2) 事業者が、第１１条に定める守秘義務に違反した場合 

(3) 事業者が、利用者の身体・財産・名誉等を傷つけ、または著しい不信行為を行うなど、本契

約を継続しがたい重大な事由が認められる場合 

 

（事業者の解約権） 

第８条 事業者は、次の各号のいずれかに該当する場合は、文書により２週間以上の予告期間をも

って、この契約を解約することができます。 

(1) 利用者が故意に法令違反その他著しく常識を逸脱する行為をなし、事業者の再三の申し入

れにもかかわらず改善の見込みがなく、本契約の目的を達することが著しく困難となった場合 

(2) 利用者が事業者の通常の事業（又は送迎）の実施地域外に転居し、事業者においてサービ

スの提供の継続が困難であると見込まれる場合 

(3) 利用者が送迎サービスを利用する際に、事前に定められた場所と時間へ安全に移動するこ

とが明らかに困難である場合、かつ利用者自身による通所も安全に行うのが困難となった場

合 

２ 事業者は、前項によりこの契約を解約する場合には、担当の地域包括支援センター及び必要に

応じて犬山市に連絡を取り、解約後も利用者の健康や生命に支障のないよう、必要な措置を講

じます。 

 

（契約の終了） 

第９条 次の各号のいずれかに該当する場合は、この契約は終了します。 

(1) 第２条第２項に基づき、利用者から契約更新しない旨の申し出があり、契約期間が満了し

た場合 

(2) 第７条第１項に基づき、利用者から解約の意思表示がなされ、予告期間が満了した場合 



 

(3) 第５条もしくは第７条第２項に基づき、利用者から解約の意思表示がなされた場合 

(4) 第６条に基づき、事業者から解約の意思表示がなされた場合 

(5) 第８条に基づき、事業者から解約の意思表示がなされ、予告期間が満了した場合 

(6) 利用者が介護保険施設へ入所した場合 

(7) 利用者が介護予防特定施設入居者生活介護、介護予防小規模多機能型居宅介護、又

は介護予防認知症対応型共同生活介護を受けることとなった場合 

(8) 利用者の要介護状態区分が要介護となった場合 

(9) 利用者が基本チェックリストの基準に非該当となった場合 

(10) 利用者が死亡した場合 

 

（損害賠償） 

第１０条 事業者は、サービスの提供にあたり、利用者又は利用者の家族の生命・身体・財産に損

害が発生した場合は、速やかに利用者又は利用者の家族に対して損害を賠償します。ただし、

当該損害について事業者の責任を問えない場合はこの限りではありません。 

２ 前項の義務履行を確保するため、事業者は損害賠償保険に加入します。 

３ 利用者又は利用者の家族に重大な過失がある場合、賠償額を減額することができます。 

 

（守秘義務） 

第１１条 事業者及び事業者の従業者は、サービスの提供にあたって知り得た利用者又は利用者

の家族の秘密及び個人情報について、正当な理由がない限り、契約中及び契約終了後におい

ても、第三者には漏らしません。 

２ 事業者は、事業者の従業員が退職後、在職中に知り得た利用者又は利用者の家族の秘密及

び個人情報を漏らすことがないよう必要な処置を講じます。 

３ 事業者は、利用者及び利用者の家族の個人情報について、介護保険法第２３条に基づくものの

ほか、利用者の介護予防サービス計画又は介護予防ケアプラン立案のためのサービス担当者

会議並びに地域包括支援センター及び介護予防サービス事業者等との連絡調整において必

要な場合に限り、必要最小限の範囲内で使用します。 

４ 第１項の規定にかかわらず、事業者は、高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等

に関する法律（平成 17 年法律 124 号）に定める通報ができるものとし、その場合、事業者は秘

密保持義務違反の責任を負わないものとします。 

 

（苦情処理） 

第１２条 利用者又は利用者の家族は、提供されたサービスに苦情がある場合は、「サービス内容

説明書（兼重要事項説明書）」に記載された事業者の相談窓口及び関係機関に対して、いつでも

苦情を申し立てることができます。 

２ 事業者は、提供したサービスについて、利用者又は利用者の家族から苦情の申し出があった場

合は、迅速かつ適切に対処し、サービスの向上及び改善に努めます。 

３ 事業者は、利用者が苦情申立を行った場合、これを理由としていかなる不利益な扱いもいたし

ません。 

 



 

（サービス内容等の記録の作成及び保存） 

第１３条 事業者は、サービスの提供に関する記録を整備し、完結の日から５年間保存します。 

２ 利用者及び利用者の後見人（必要に応じ利用者の家族を含む）は、事業者に対し、いつでも前

項の記録の閲覧及び複写を求めることができます。ただし、複写に際しては、事業者は利用者に

対して、実費相当額を請求できるものとします。 

３ 事業者は、契約の終了にあたって必要があると認められる場合は、利用者の同意を得た上で、

利用者の指定する他の居宅介護支援事業者等に対して、第１項の記録の写しを交付することが

できるものとします。 

 

（契約外条項） 

第１４条 本契約に定めのない事項については、介護保険法その他関係法令の定めるところを尊重

し、利用者及び事業者の協議により定めます。 

 

  



 

健脚デイあいぎのサービス内容説明兼重要事項説明書 

2024 年 4 月 1 日現在 

 

健脚デイあいぎ（以下事業所という）はご契約者に対して犬山市介護予防・日常生活支援総合事

業（通所介護基準緩和サービス）（以下、基準緩和サービスという）を提供いたします。基準緩和サ

ービスの提供開始にあたり、犬山市介護予防・日常生活支援総合事業指定事業所の人員、設備

及び運営に関する基準を定める要綱第48 条 10 項にあたる重要事項の説明は以下の通りです。 

 

1. 事業者 

法人名      株式会社 あいち統合医療 

法人所在地    愛知県犬山市松本町１丁目－４５番地 

代表者氏名    代表取締役 矢島 幹弘 

電話番号     0568-63-3930 

 

2. 事業所の概要 

事業所の種類 介護予防日常生活支援総合事業通所介護基準緩和サービス 

               平成 29 年 4 月 1 日指定  

事業所番号    23A3400026 

事業の目的   通所介護基準緩和サービスの提供により、利用者が可能な限りその居宅

において自立した日常生活を営むことができるよう、利用者の心身機能の

維持回復を図り、利用者の生活機能の維持または向上を目的とする。 

事業所の名称 健脚デイあいぎ 

事業所の在地    愛知県犬山市松本町１丁目－４５番地 ハーモニービル 

電話番号       0568-63-3930 

管理者の氏名    矢島 幹弘 

運営方針  利用者の心身特性を踏まえて、その有する能力に応じ自立した日常生活を

営むことができるように、栄養状態や病態を把握したうえで、科学的根拠に

基づいたトレーニング・レクリエーションを提供し、筋力、特に歩行力の維持

改善を図り、事業目的の達成を目指します。 

開設年月日     平成 29 年 4 月 1 日 

 

3. 事業実施地域及び営業時間 

事業の実施地域 犬山市 

営業日と営業時間 日曜日。ただし、4 月 30 日から 5 月 5 日、8 月 12 日から 8 月 15 日、12

月 28 日から 1 月 4 日および祝日を除く。 

 営業時間は午前9：15-午前 11：45。 

 サービス提供時間は午前9：45-午前 11：30。 

4. 職員の職種、員数及び職務内容 

   管理者 1 名、その他従業員１名以上 

 



 

5. 利 用 定 員 

    11 名  

 

6. 苦情の受付について 

（１）当事業所 

当事業所に対する苦情やご相談は 

管理者 矢島 幹弘または金子和美まで 

電話番号：０５６８‐６３‐３９３０ FAX：０５６８－６５－９３２１ 

受付時間：営業時間または毎週月曜日～土曜日午前 8：30～午後16：30 

（２）犬山市にも苦情の申し出ができます。 

犬山市役所（高齢者支援課）電話:0568-44-0326 

参考：愛知県国民健康保険団体連合会（介護サービス苦情相談窓口）電話:052-971-4165 

  

7. 緊急時における対応について  

（１）サービス提供中に病状の急変などがあった場合は、速やかにご利用者の主治医、又は当事業

所の協力医療機関へ連絡を行い医師の指示に従います。 

（２）緊急時連絡先（ご家族等）、居宅サービス計画を作成した地域包括支援センター・居宅介護支

援事業者等へも同時に連絡をします。 

（３）緊急時の連絡先については契約時に次の事項を確認し、速やかな対応ができるように配慮しま

す。 

緊急連絡確認事項 

・ご利用者の病歴・服薬情報 

・ご家族への連絡先（第１～第３まで必要に応じて記入）  

・主治医情報  

・当事業所協力医療機関情報   

・居宅介護支援者情報 

 

8. 事業所の特色等  

（1） サービス計画の作成及び事後評価  

当事業所の関係職員が、お客様の心身機能や病態を評価し、お客様の希望を踏まえてサー

ビス計画を作成します。 また、サービス提供の目標の達成状況等を評価し、その結果を書面

に記載してお客様に説明のうえ交付します。  

（2） 運動器機能向上計画書の作成及び事後評価 

当事業所が、お客様の身体機能を評価し、お客様の希望を踏まえて、機能向上及び機能訓練

計画を作成します。 また、サービス提供の目標の達成状況等を評価し、その結果を書面に記

載してお客様に説明のうえ交付します。 

（3） 従業員研修  

年 2 回、各職員の能力向上を目的に研修を行っています。 

（4） 緊急時等における対応方法  

サービス提供中に病状の急変などがあった場合は、速やかにお客様の主治医、救急隊、緊急

時連絡先（ご家族等）、居宅サービス計画を作成した地域包括支援センター・居宅介護支援



 

事業者等へ連絡をします。 

（5） 非常災害時の対策・非常時の対応 

別途定める防災計画にのっとり対応を行います。 

（6） 避難訓練及び防災設備  

防災計画等 ：別途定める。 

別途定める防災計画にのっとり年１回避難訓練を行います。  

防火管理者：矢島 幹弘 

設備名称 ：消火器１個 

設備名称 ：避難はしご１箇所 

避難階段：１箇所  

 

9. 通所事業サービス利用に当たっての留意事項  

（1） サービス利用の際には、介護保険被保険者証と居宅介護支援事業者が交付するサービス利

用票を提示してください。 

（2） 当施設における禁止事項 

内  容 理  由 

設備・機器の常用外の使用 事故およびケガの防止。 

喫煙 皆様への健康被害の防止と火災予防。 

金品の貸し借り・譲渡 ご利用者同士のトラブル防止。 

宗教・政治・勧誘・営業の各活動（営

利・非営利を問わず） 

ご利用目的外の迷惑行為。ご利用者同士のトラブル

防止。 

他者の誹謗中傷・その他の迷惑行為 ご利用者同士のトラブル防止。 

食品（お菓子など）のやりとり 
食量制限が必要な方への健康配慮。食品衛生上の

留意。 

当施設で提供する食品類のお持ち

帰り（量の多少にかかわらず） 
食品衛生上（食中毒・感染性胃腸炎等の防止） 

著しい発熱や感染が予想される疾病

時のご利用 
病状の悪化防止。他ご利用者への感染防止。 

当施設への作品・私物等の 

譲渡・寄贈 

トラブルの防止。 

＊譲渡・寄贈をされる場合は品物の価値を問わず所

有権は当施設に移行したものとし管理・処分につい

ては当施設の判断により実施いたします。 

＊譲渡・寄贈後に返却を申し出られた場合は現状渡

しとし、汚染や破損、付属品等の欠損については

保障いたしかねます。また、すでに処分済みのも

のに関しても同様です。 

＊上記禁止時事項を遵守されずトラブルに発展した場合には当施設では一切責任を負いません。 

＊当施設ご利用中に体調を崩された場合は関係機関、ご家族と協議の上、早退処置をとらせてい

ただく場合があります。 



 

＊禁止事項に該当するものはクレームの対象となりません。 

＊上記禁止事項に反し、悪質と判断した場合には予告期間をおかずに契約を解除する場合があり

ます。 

 

（3） 気象および気象庁・地方気象台による警報発令時の利用制限 

暴風警報 

大雨警報 

洪水警報 

午前７時の時点で発令されている場合はその時点での天候によらず、営業

中止となります。 

ご利用時間中に警報が発令された場合は、その時点で終了とさせていただ

きます。 

大雪・雪害時 

午前７時の時点での大雪警報が発令されている場合は営業中止となりま

す。大雪注意報の場合は事業所周辺の残雪の程度により判断しますが、サ

ービス提供開始時間まで積雪が続くと判断した場合は営業を中止します。 

その他の警報発

令時・災害発生時 
その都度、状況に応じて判断いたします。 

 営業が中止となる場合は、午前 8 時までに電話連絡を行います。 

 

10. 当事業所が提供する主なサービス 

健康チェック（血圧・脈拍・体温・服薬状況等）、運動器機能向上訓練、脳トレーニング、反射ト

レーニング、デュアルタスクトレーニング、水分補給、送迎（必要者のみ） 

 

11.当事業所の利用にあたって必要な金額と支払い方法 

１）犬山市介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱で定められた単位数によるサービス費

のうち自己負担分（保険証記載割合） 

サービス名 内容 単位数 

通所型基準緩和サービス 

週１回程度（半日） 

当事業所の提供するサービスの 

基本報酬 
８６４単位 

送迎減算 
送迎サービスを月に１度も 

使われなかった場合 
９４単位（減算） 

通所型基準緩和サービス 

運動器機能向上加算 

運動計画の策定と遂行ならびに 

評価にかかる加算 
２２５単位 

 犬山市は 1 単位＝10.27 円です（２０２4 年 4 月現在） 

２）介護保険適用外の実費負担額（運動備品・水分補給として契約書に定める額） 

３）利用料自己負担額のお支払いは口座振替を原則とさせていただきます。  

* お支払方法 

利用者が指定される預金口座から振替支払い（原則翌月２７日に自動引き落しさせ

ていただきます）：別途預金口座振替届書（十六コンピューターサービス㈱）をご提出

していただきます。 

現金によるお支払いは、利用開始月もしくはやむを得ない理由で口座振替が困難な

場合に限ります（請求月の２０日までにお支払いをお願いいたします。） 



 

* 入金確認後、領収書を発行いたします。領収書はご希望に応じて電子的書面や年間領

収書の形でもお渡しできます。 

 

12.説明と同意の形式について 

当施設では、総務省発出の「押印廃止に関する Q&A」ならびに「指定居宅サービス等及び指定介

護予防サービス等に関する基準について（平成 11 年９月 17 日老企第 25 号厚生省老人保健福

祉局企画課長通知）」に記される雑則（電磁的記録について）」の考えを尊重し、従来、主として印刷

書面を用いて行っていた計画書等の説明と同意署名について、その説明や同意に関する意思確

認を電磁的記録を活用して実施します。具体的には皆様の各種計画書はタブレット機器を用いてご

説明し、同意の記録として当該機器上におけるサインとその電磁的保管をもって意思確認（同意署

名）と代えます。このサイン済み記録や計画書はご利用時にいつでも閲覧できるほか、ご希望の方

へは印刷の上お渡しします。また、電子メール等でご本人やご家族へ送信することも可能ですので

お申し出下さい。 

 

 

本重要事項ならびにサービス内容の説明は 管理者の           が行いました。 

本契約に際し、重要事項の説明を受け理解したことを証します。 

      年   月   日 

 

  氏名：                           

 

 

  



 

以上のとおり、介護予防・日常生活支援総合事業基準緩和型通所サービスに関する契約を締結し

ます。上記契約を証明するため、本書に署名し、利用者及び事業者の双方がそれぞれ１部ずつ保

有します。 

 

 

 

          年   月   日 

 

 （利用者）私は、この契約内容に同意し、サービスの利用を申し込みます。 

また、第１１条第３項に定める利用者の個人情報の使用について、同意します。 

利 用 者    住 所 

 氏 名                 

     

  

（代理人）私は、利用者本人の契約の意思を確認の上、本人に代わり、上記署名を行いました。 

署名代行者  住 所 

氏 名                    本人との続柄 

 

            

 （家族代表）私は、第１１条第３項に定める利用者の家族の個人情報の使用について、 

同意します。 

家 族 代 表   住 所 

氏 名                      

 

 

      

年   月   日 

 

私は利用者の申込みを受諾し、本契約書に定める各種サービスを誠実に責任をもって行います。 

 

事 業 者  住 所 愛知県犬山市松本町一丁目 45 番地 

事業者 株式会社あいち統合医療 

代表者 代表取締役 矢島幹弘      

 


